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製造請負優良適正事業者 第 2010001(04) 号
令和元年度厚生労働省受託事業
請負事業適正化・雇用管理改善推進事業
製造請負優良適正事業者認定制度

ヒ ラ ヤ マ ニ ュ ー ス

在の外国人労働者を巡る状況と特徴をみてみると、ま
ず、外国人を雇用している事業所は過去最高の２８万

５０８０カ所にのぼりました。このうち、労働者派遣・請負
事業を行っている事業所数は１万９２２６カ所、その事業所
で就労する外国人労働者数は ３４万３５３２人で、それぞれ
事業所数全体の６．７％、外国人労働者数全体の１９．９％
を占めています。
 在留資格別では「身分に基づく在留資格」（永住者、日本
人の配偶者など）が最多の５８万３２８人、全体の３３．６％
で最多。次いで、「専門的・技術的分野」が３９万４５０９人、「技
能実習」が３５万１７８８人と続きます。コロナ禍の特徴とし
ては、「技能実習」が前年に比べて１２．６％減少したことです。
ただ、コロナ禍の特例措置で、「技能実習」の期間を終えても
「特定活動」という資格で残ることができたり、「特定技能」
に移行したりするケースも見られ、それが入国制限の中に
あっても全体の人数が「横ばい」となった理由です。　

 さて、技能実習制度は１９９３年に導入され、企業で活用
されています。この間、入国管理法や労働関係法令の違反が
絶えず、国内外から人権上の批判も挙がる一方で、時代に合
わせた対象職種の拡大や実習期間の延長を求める要望が相次

いでいます。「問題の解消」と「制度の拡充」の両面を並走さ
せる手段として、政府は２０１７年１１月に新法となる「外国
人技能実習適正実施法」を施行。制度の仕組みは踏襲するも
のの、技能実習生の受け入れにあたって重要な役割を担う監
理団体を許可制としたほか、在留期間を最大３年から５年に
延長するなどの方策をとりましたが、問題点の解消には至っ
ていません。
 一方で、実態としては「技能実習」に変わる方策として２
０１９年４月に創設した新たな在留資格「特定技能」は、スター
トから丸３年を迎えます。転職自由などが受け入れ企業の足
かせとなり、コロナ禍とは別な理由で伸び悩んでいます。
 こうした実情を踏まえ、古川禎久法相は２月、「技能実習」
と「特定技能」の両制度のあり方を検討する勉強会を設置し
ました。外国人労働力が不可欠な現実を直視しつつ、迎える
うえでの環境整備と職種拡大などの弾力運用という「規制強
化と緩和」の両面を検討します。
 古川法相は見直しに関する現時点のスタンスとして、「具
体的な見直しの方向性や終了時期は設定していない。制度の
賛否を含めて多様な意見や指摘があることは承知しており、
勇気を持って、誠実さを持って改めていく」と話しています。 
このように、外国人労働者の受け入れ拡大を目指す政府は、
両制度の難点を再び見直すことで、批判の多い現状を打開し
たい考えです。
  「男性版産休」導入など５つの制度改正、４月から順次施行
　政府は、育児介護休業法を改正して男性の育休取得を促進
します。４月から５つの改正が順次施行となる運びです。５
つの改正の概要と施行期日を整理すると、①企業による環境
整備・個別の周知義務付け（４月）②有期雇用の取得要件緩
和（４月）③男性版産休の制度導入（１０月）④育児休業の分
割取得（１０月）⑤取得状況の公表義務付け（来年４月）――
となります。
　このうち、③の男性版産休の制度導入とは、男性の育児休
業取得促進のため、子の出生直後の時期に柔軟な育児休業の
枠組みを創設するもので、子の出生後８週間以内に４週間ま
で取得可能とします。就業規則の変更も必要となるだけに、
４月を皮切りに計画を立てて進めていく必要があります。

「技能実習・特定技能」の入国緩和と制度見直しの行方
　厚生労働省が発表した２０２１年１０月末現在の「外国人雇用状況」（届け出）によると、外国人労働者数は１
７２万７２２１人（前年比０．２％増）で、届け出が義務化された０７年以降で過去最高を更新しました。ただし、
一昨年から続く新型コロナウイルス感染拡大の影響で、２０１５年から続いていた２ケタ台の大幅増が２年連続
でストップ。２１年はコロナ初年の２０年とほぼ横ばいとなり、「技能実習」は初めて減少しました。コロナ禍に
よる入国制限は国内のあらゆる産業に著しい影響を及ぼしており、政府は段階的な制限緩和に向けた方策を３月
から開始するとともに、「技能実習」と「特定技能」の両制度の見直し議論をスタートさせました。

　　　　

　【株式上場のお知らせ】
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